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○豊中市立火葬場条例 

平成２６年１２月１９日 

条例第６８号 

（設置） 

第１条 豊中市に墓地，埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）第２条第７項に規

定する火葬場を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 火葬場の名称及び位置は，次のとおりとする。 

(１) 名称 豊中市立火葬場 

(２) 位置 豊中市新千里南町２丁目６番３号 

（使用承認） 

第３条 火葬場を使用しようとする者は，あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

承認された事項を変更するときも同様とする。 

（使用制限） 

第４条 次の各号のいずれかに該当するときは，火葬場の使用を承認しない。 

(１) 他人に迷惑を及ぼすおそれがあると認めるとき。 

(２) 管理上支障があると認めるとき。 

(３) その他市長が適当でないと認めるとき。 

（使用承認の取消し等） 

第５条 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，火葬場の使用の条件を変更し，又

は使用承認を取り消すことができる。 

(１) 火葬場の使用承認を受けた者（以下「使用者」という。）が使用承認の条件に違反

したとき。 

(２) 使用者がこの条例若しくはこれに基づく市規則の規定に違反し，又はこれらに基づ

く指示に従わないとき。 

(３) 管理上支障があるとき。 

２ 前項の規定による使用の条件の変更又は使用承認の取消しによって使用者に損害が生

じても，市はその責めを負わない。 

（入場の禁止） 

第６条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者には，入場を禁止し，又は退去を命じる

ことができる。 
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(１) 他人に危害を及ぼし，若しくは他人の迷惑になる物品又は動物の類を携帯する者 

(２) 管理上必要な指示に従わない者 

(３) その他管理上支障があると認める者 

（使用料等） 

第７条 使用者は，別表に定める額の使用料を前納しなければならない。ただし，市長がや

むを得ない理由があると認めるときは，この限りでない。 

２ 市長は，特別の理由があると認めるときは，前項の使用料を減免することができる。 

（使用料の返還） 

第８条 既納の使用料は，返還しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，

その全部又は一部を返還することができる。 

（使用者の義務） 

第９条 使用者は，次に掲げる義務を履行しなければならない。 

(１) 使用承認のない物件を使用しないこと。 

(２) 建物，附属物又は器具を滅失し，又は毀損しないこと。 

(３) 火災防止に努めること。 

(４) その他市長が指示した事項 

（損害賠償） 

第１０条 使用者の責めに帰すべき理由によって建物，附属物又は器具を滅失し，又は毀損

したときは，使用者においてその損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の賠償の方法及び額は，市長が決定する。 

（指定管理者による管理） 

第１１条 市長は，火葬場の管理を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

２ 前項の規定により火葬場の管理を指定管理者に行わせる場合におけるその業務の範囲

は，次のとおりとする。 

(１) 火葬に関する業務 

(２) 火葬場の使用承認，その取消しその他火葬場の使用に関する業務 

(３) 火葬場の使用料の徴収，減免及び返還に関する業務 

(４) 火葬場の維持管理に関する業務 

(５) その他市長が必要と認める業務 

（指定管理者の指定の手続） 
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第１２条 市長は，前条第１項の規定により指定管理者に火葬場の管理を行わせようとする

ときは，公募する。ただし，特別の理由があると認めるときは，この限りでない。 

２ 指定管理者の指定を受けようとするものは，事業計画書その他市規則で定める書類を市

長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の規定により同項に規定する書類の提出があったときは，次に掲げる基準

に基づき，最も適当であると認めるものを選定し，議会の議決を経て指定管理者を指定す

る。 

(１) 市民の平等な利用が確保され，かつ，サービスの向上が図られるものであること。 

(２) 事業計画書の内容が火葬場の効用を最大限に発揮させ，かつ，効率的・効果的な運

営が図られるものであること。 

(３) 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

(４) その他火葬場の設置の目的を効果的に達成できることを判断するために必要なも

のとして市規則で定める基準に適合するものであること。 

４ 市長は，前項の規定による選定をしようとするときは，あらかじめ，豊中市火葬場指定

管理者選定評価委員会の意見を聴かなければならない。ただし，第１項ただし書の規定に

より公募を行わないときは，この限りでない。 

（協定の締結） 

第１３条 指定管理者の指定を受けたものは，火葬場の管理に関し，市長と協定を締結しな

ければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第１４条 指定管理者は，毎年度終了後６０日以内に，市規則で定めるところにより，事業

報告書を作成し，市長に提出しなければならない。ただし，年度の途中において地方自治

法第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消されたときは，その取り消された日

から起算して６０日以内に当該年度の当該取り消された日までの間の事業報告書を提出

しなければならない。 

（指定の取消し等による損害） 

第１５条 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消し，又は期間を定

めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生

じても，市はその責めを負わない。 

（指定管理者の原状回復義務） 

第１６条 指定管理者は，その指定の期間が満了したとき又は地方自治法第２４４条の２第
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１１項の規定により指定を取り消され，若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは

一部の停止を命じられたときは，火葬場の施設及び設備を速やかに原状に回復しなければ

ならない。ただし，市長の承認を得たときは，この限りでない。 

（指定管理者の損害賠償義務） 

第１７条 指定管理者は，故意又は過失により火葬場の施設又は設備を滅失し，又は毀損し

たときは，その損害を賠償しなければならない。ただし，市長が特別の事情があると認め

るときは，その全部又は一部を免除することができる。 

（秘密保持義務） 

第１８条 指定管理者の役員及び職員並びにこれらの者であった者は，その業務に関し知り

得た秘密を他に漏らし，又は火葬場の管理目的以外の目的に利用してはならない。 

（指定管理者の管理の基準） 

第１９条 火葬場の管理を指定管理者に行わせる場合における管理の基準は，次のとおりと

する。 

(１) 使用時間及び休場日は，火葬場の利用形態，使用者の便宜等により市長の承認を得

て定めること。 

(２) 火葬場の管理に関し保有する個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の漏えい，改ざ

ん，滅失等の防止その他の個人情報の適正な管理のための必要な措置を講じること。 

(３) 火葬場の管理に関し保有する情報の公開について必要な措置を講じること。 

(４) その他法令，この条例，この条例に基づく市規則その他市長の定めるところに従い，

火葬場の管理を行うこと。 

（指定等の告示） 

第２０条 市長は，指定管理者を指定したとき及びその指定を取り消したときは，その旨を

告示しなければならない。 

（管理状況の評価） 

第２１条 指定管理者は，その指定の期間において，火葬場の管理状況について，豊中市火

葬場指定管理者選定評価委員会の評価を受けなければならない。ただし，特別の理由があ

ると認めるときは，この限りでない。 

（豊中市火葬場指定管理者選定評価委員会） 

第２２条 指定管理者の選定及び管理状況の評価について調査審議するため，豊中市火葬場

指定管理者選定評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
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２ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，市規則で定める。 

（委任） 

第２３条 この条例の施行について必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

１ この条例は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 市営葬儀条例（昭和３３年豊中市条例第１１号）は，廃止する。 

３ この条例の施行の日前に前項の規定による廃止前の市営葬儀条例の規定によりなされ

た処分，手続その他の行為は，この条例中にこれに相当する規定がある場合には，この条

例の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成３０年１２月２１日条例第６０号） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該

各号に定める日から施行する。 

(１) 次項の規定 公布の日 

(２) 第１条の規定及び附則第３項の規定 市規則で定める日 

〔平成３１年１月規則第４号により，平成３１年２月１日から施行〕 

２ 第２条の規定による改正後の豊中市立火葬場条例（以下「改正後の条例」という。）第

１２条第３項の規定による指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は，同条並びに改

正後の条例第１３条及び第２０条の規定の例により，この条例の施行の日前においても行

うことができる。 

３ 他の条例の一部改正〔略〕 

附 則（令和元年９月２７日条例第１０号抄） 

１ この条例は，令和２年４月１日から施行する。ただし，第１１条中退職手当条例附則第

１２項の改正規定及び附則第６項から附則第９項までの規定は，公布の日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２３日条例第４４号抄） 

１ この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

別表 

区分 使用料 

火葬 大人 １体につき １０，０００円 

小人 １体につき ８，０００円 

死産児 １胎につき ２，０００円 

霊安室 １体１夜につき ６００円 
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備考 

１ この表における「大人」とは，小人以外の者をいう。 

２ この表における「小人」とは，１２歳未満の者をいう。 

３ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者又は中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている者の火

葬の使用料の額は，この表に定める火葬の使用料の額の半額とする。 

４ 市外居住者（備考の３に該当する者を除く。）が使用する場合の使用料の額は，こ

の表に定める使用料の額に４を乗じて得た額とする。 

 


